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教育社会学における〈教育効果〉の検証 
――t 検定・重回帰分析・パネルデータ分析・傾向スコア・マッチング―― 
The Validation of "Educational Effects" in Sociology of Education: 






This paper attempts to reveal the casual effects of shadow education in Japan. The 
validation of "education effects" are often incoherent with analyzing different data, 
methods or subjects. Therefore I analyze effects of shadow education by (1) T-test, (2) 
multiple regression analysis, (3) fixed effect model and random effect model with panel 
data, and (4) propensity score matching. 
The analyses provided the following points: 1) Shadow education was not observed as a 
significant effect for 3rd year students. 2) However, it was effective for 6th and 9th year 
students. 3) The robust significant effect of shadow education was observed through fixed 
effect model with panel data. 
 
キーワード : 教育社会学(Sociology of Education)、t 検定(T-Test)、重回帰分析
(Multiple Regression Analysis)、計量経済学における固定効果モデルお
よびランダム効果モデル(Econometric Fixed Effect Model and Random 















(3)パネルデータを用いた手法、(4) 反実仮想（counterfactual）の枠組みの 4 つに整理してい

























Regression Analysis）、(3)計量経済学における固定効果モデル（Fixed Effect Model）および








の 2 地点において、6 年間で 3 時点にわたって実施されたパネル調査の一部である。人口
規模は、A エリアが約 25 万人、C エリアが約 9 万人である（調査開始当時）。 
調査時期は、A エリアが 2003 年（Wave1）、2006 年（Wave2）、2009 年（Wave3）、C エ
リアが 2004 年（Wave1）、2007 年（Wave2）、2010 年（Wave3）の 11 月で、Wave1 に小学
3 年生、Wave2 に小学 6 年生、Wave3 に中学 3 年生を対象に実施された。本稿で用いるデ
ータは、児童生徒への質問紙調査と算数・数学学力調査により得られたものである。 
データ収集は、県および市の教育委員会を通じて、調査は教室での集合自記式で実施し、
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N Mean S.D. Min. Max.
可変変数
算数・数学通過率
小学3年時 1085 50.00 10.00 14.58 67.67
小学6年時 1085 50.00 10.00 25.27 78.11
中学3年時 1085 50.00 10.00 19.49 66.10
学校外教育
小学3年時 1085 0.25 0.43 0.00 1.00
小学6年時 1085 0.31 0.46 0.00 1.00
中学3年時 1085 0.70 0.46 0.00 1.00
不変変数
父学歴
非大卒 1085 0.50 0.50 0.00 1.00
大卒 1085 0.40 0.49 0.00 1.00
学歴不明 1085 0.10 0.30 0.00 1.00
母学歴
非大卒 1085 0.59 0.49 0.00 1.00
大卒 1085 0.32 0.47 0.00 1.00
学歴不明 1085 0.09 0.28 0.00 1.00
性別
男子ダミー 1085 0.52 0.50 0.00 1.00
調査エリア




データの接続状況は、Wave1（小学 3 年生）での回収数は、A エリアで 1118 人（回収率
96.3%）、C エリアで 921 人（回収率 98.5%）である。これに対し、本稿で分析の対象とす
るサンプル数は、A エリアで 580 人（接続率 51.9％）、C エリアで 505 人（接続率 54.8%）































保田 2007; 石田 2012 など）。 













































有 無 有 無 有 無
N 271 814 332 753 755 330
平均値 51.215 49.596 2.313 * 52.858 48.740 6.364 *** 51.547 46.460 7.925 ***
標準誤差 0.583 0.354 0.576 0.347 0.596 0.335
有 無 有 無 有 無
N 127 306 171 262 358 75
平均値 53.123 51.709 1.340 55.127 50.531 4.640 *** 53.514 46.806 4.667 ***
標準誤差 0.806 0.592 0.795 0.609 0.471 1.358
有 無 有 無 有 無
N 118 429 131 416 397 255
平均値 49.584 48.373 1.203 50.697 47.935 2.931 ** 49.769 46.262 3.972 ***
標準誤差 0.921 0.463 0.872 0.452 0.502 0.727






















学校外教育 1.042 0.696 3.569 0.654 *** 4.820 0.658 ***
父学歴（ref.非大卒）
大卒 2.211 0.748 ** 1.702 0.727 * 1.671 0.729 *
学歴不明 1.225 1.457 0.438 1.416 1.337 1.405
母学歴（ref.非大卒）
大卒 1.955 0.769 * 3.901 0.749 *** 3.683 0.740 ***
学歴不明 -2.238 1.509 -2.123 1.466 -1.364 1.455
性別（ref.女子）
男子 -0.495 0.599 -0.409 0.582 -0.198 0.578
調査エリア（ref.東北エリア）
関東エリアダミー 1.025 0.618 + -1.916 0.609 ** -2.573 0.606 ***
定数 48.024 0.611 *** 48.370 0.593 *** 46.278 0.683 ***
F値 7.37 *** 16.98 *** 19.410 ***
R-squared 0.046 0.099 0.112
Adj R-squared 0.040 0.094 0.106
Number of obs 1085 1085 1085
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さて、表 3 の推定値と有意水準を学校外教育について確認すると、小 3 で 1.042（n.s.）、




































表 4 の固定効果モデルの結果を見ると、学校外教育の推定値は 1.725 である（p<.001）。
つまり、学校外教育を受けることによって、算数・数学通過率の個人内偏差値を高めると
いうことを意味している(5)。この分析の結果より、観測不可能な個体特有の効果を取り除




































か一方については反実仮想の仮定を立てて、推論を行うことになる（星野 2009; 石田  
2012; 田中 2015; Morgan and Winship 2014）。そこで、実験に近い状況を統計的に作り出す
ための有効な手段のひとつとされているのが、傾向スコアを用いる分析である。 
傾向スコアは、観察研究からの知見を、無作為割り当てを行った実験研究の知見に近づ
けるための方法として Rosembaum and Rubin（1983）によって提案された。傾向スコアは、
Coef. Coef. Coef.
学年（ref.小3）
小6 -0.174 0.414 -0.097 0.274 -0.121 0.274
中3 -1.383 0.448 ** -0.769 0.312 * -0.962 0.308 **
学校外教育 3.101 0.386 *** 1.725 0.338 *** 2.156 0.315 ***
父学歴（ref.非大卒）
大卒 1.947 0.425 *** 2.019 0.619 **
学歴不明 1.006 0.826 1.035 1.205
母学歴（ref.非大卒）
大卒 3.165 0.436 *** 3.232 0.635 ***
学歴不明 -1.958 0.856 * -1.978 1.248
性別（ref.女子）
男子 -0.401 0.340 -0.431 0.495
調査エリア（ref.東北エリア）
関東エリアダミー -1.087 0.354 ** -0.934 0.510 +
定数 48.307 0.419 *** 49.569 0.211 48.426 0.522 ***
within 0.012 0.012





Number of obs 3255 3255 3255
Number of groups 1085 1085
F test 5.21
　 (Pooled vs. Fixed) 0.000 ***
Breusch and Pagan test 1019
　 (Pooled vs. Random) 0.000 ***
Hausman test 12.31
　 (Fixed vs. Random) 0.006 **
注)+p<.10 *p<.05 **p<.01 ***p<.001
(JELS)
S.E.S.E.














chibar2(01)     =
Probability
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割り当てを 2 値のカテゴリカルな基準変数としたロジスティック回帰分析における、共変
量による条件付き予測確率と表現されることもある。学校外教育の有無について、x = 1 な















いて個人を n 分位（5 分位が多い）に分割し、各分位において、実際に処置を受けた人の
群とそうでない人の群との間でアウトカムの平均値の比較を行う。そして、平均処置効果






ると、小 3 と小 6 で母大卒ダミーがプラスで有意であり、中 3 では父大卒ダミーが有意で
ある。また、関東エリアダミーがプラスで有意であるため、学校外教育を受ける傾向にあ
るのは、都市部における親が大卒の児童生徒だということになる。 








星野・岡田（2006）によれば、医学系の論文誌では c 統計量は 0.8 以上が望ましいとさ
れているというが、従属変数に強い関連のある共変量が投入されていれば、0.67 程度でも
十分偏りのない調整が可能である場合があることも示されているという。表 5 を確認する
と、c 統計量は、小 3 が 0.603、小 6 が 0.674、中 3 が 0.699 である。よって、小 6 と中 3




































表 7 の下段には、ATE とその統計的検定の結果を記載している。ATE が小 6 で 3.354
（p<.001）、中 3 で 5.627（p<.001）となっている。この結果は、学校外教育を受けた児童





大卒 0.100 0.177 0.281 0.169 + 0.853 0.184 ***
学歴不明 0.068 0.351 0.431 0.337 0.020 0.319
母学歴（ref.非大卒）
大卒 0.369 0.178 * 0.537 0.169 ** 0.162 0.190
学歴不明 0.162 0.360 -0.273 0.358 -0.194 0.335
性別（ref.女子）
男子 -0.020 0.143 -0.223 0.138 -0.270 0.141 +
調査エリア（ref.東北エリア）
関東エリアダミー 0.585 0.150 *** 0.956 0.146 *** 0.966 0.142 ***
定数 -1.615 0.154 *** -1.594 0.151 *** 0.188 0.132
LR chi2(d.f.=6) 28.49 *** 89.19 *** 115.76 ***
Log likelihood -595.615 -623.606 -608.678
Pseudo R2 0.023 0.067 0.087
N 1085 1085 1085
c統計量 0.603 0.674 0.699
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まず、t 検定、重回帰分析、傾向スコア・マッチングの結果を見ると、小学 3 年時では
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